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危険運転致死傷罪・自動車運転過失致死傷罪 

 

１、危険運転致死傷罪 

危険運転致死傷罪とは、2001年 12月 25日に施行された、自動車の危険な運転によって
人を死傷させた際に適用される犯罪行為である。当初は「四輪以上の自動車」と限定され

ていたが、2007年（平成 19年）5月 17日成立の法改正（刑法の一部を改正する法律、平
成 19年 5月 23日法律第 54号）により「四輪以上の」の文言が削除された結果、原動機付
自転車や自動二輪を運転して人を死傷させた場合にも危険運転致死傷罪が適用されること

になった（同年 6月 12日施行）。 

 
立法事実 
 刑法第 208条の 2 

１アルコール又は薬物の影響により正常な運転が困難な状態で自動車を走行させ、よって、

人を負傷させた者は 15年以下の懲役に処し、人を死亡させた者は 1年以上の有期懲役に処
する。その進行を制御することが困難な高速度で、又はその進行を制御する技能を有しな

いで自動車を走行させ、よって人を死傷させた者も、同様とする。  
２人又は車の通行を妨害する目的で、走行中の自動車の直前に進入し、その他通行中の人

又は車に著しく接近し、かつ、重大な交通の危険を生じさせる速度で自動車を運転し、よ

って人を死傷させた者も、前項と同様とする。赤色信号又はこれに相当する信号を殊更に

無視し、かつ、重大な交通の危険を生じさせる速度で自動車を運転し、よって人を死傷さ

せた者も、同様とする。 

 
立法経緯 

 従来、交通事故の加害者は故意がないことを前提として刑法第 211 条の業務上過失致死
傷罪によって処理されてきた。しかし、近時、酒酔い運転や著しい高速度運転等の悪質か

つ危険な自動車運転行為により重大な死傷事犯が多数発生している。（東京都の東名高速で

飲酒運転のトラックに追突された車が炎上、女児２人が焼死した事故など）これまでは、

業務上過失致死傷罪の適用を基本としていたため、場合によって道路交通法上の酒酔い運

転の罪などとの併合罪加重がなされたとしても、最高で 7 年の懲役若しくは禁錮を言い渡
すことしかできず、あまりにも犯した罪に対する罰が軽すぎるという意見が数多く存在し

た。そんななか、事故で息子を失った女性が「そもそも業務上過失致死傷罪はモータリゼ
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ーションが発達していない時代（明治後期）にできた古い法律で、自動車事故を想定して

作られたものではない。人命を奪っておきながら、5年以下の懲役・禁錮または 50万円以
下の罰金という窃盗罪よりも軽い刑罰は、悪質な運転者が死亡事故を起こしている現状に

そぐわないのではないか」と法改正運動を始めた。運動の趣旨に賛同する被害者遺族たち

とともに全国各地で街頭署名を重ね、2001年（平成 13年）10月に法務大臣へ最後の署名
簿を提出した時には合計で 37万 4,339名の署名が集まった。この影響もあり、同年 12月
に本法が施行されることとなった。 

 
 

２、自動車運転過失致死傷罪 

 刑法改正により、自動車運転中の過失で人身事故を起こしたときの刑を重くする「自動

車運転過失致死傷罪」（刑法第２１１条２項）が創設され、０７年６月１２日午前０時から

施行された（成立は０７年５月１７日。衆参とも、全会一致）。 

 
立法事実 
 刑法第 211条 2項 

自動車の運転上必要な注意を怠り、よって人を死傷させた者は、七年以下の懲役若しくは

禁錮又は百万円以下の罰金に処する。ただし、その傷害が軽いときは、情状により、その

刑を免除することができる。 

 
立法経緯 

これまで、自動車を運転して人を怪我させたり死なせたりした場合に適用されていたのは

業務上過失致死傷罪（刑法第２１１条第２項）、危険運転致死傷罪（刑法第２０８条の２条）

が適用されていた。 この二つの犯罪は当初、業務上過失致死傷罪のみだったのが、悪質

な交通事故の厳罰化の傾向によって、危険運転致死傷罪が作られた。しかし、危険運転致

死罪が成立するための条件が厳しく、なかには危険運転致死傷罪の成立を否定する裁判例

も登場するようになった。 
 そこで、従来からあった、業務上過失致死傷罪の一類型として、自動車の場合の事故に

自動車運転過失致死傷罪が定められた。この背景は、01 年に危険運転致死傷罪（懲役 20
年以下）が新設されたが、適用条件が厳しく、05年の検挙者 85万件の人身事故のうち適用
例は 279 件に過ぎず、悪質運転への抑止力になっていないという指摘や、多くの死傷者を
出し、5年の刑とされても遺族は納得できない。交通事故で家族全員の人生が破壊されるこ
とは多く、背後の被害を見れば 5年はあまりに軽いと考えられたからである。 
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また業務上過失致死傷罪から自動車運転のみを独立させたのは、自動車は、列車などと

違い、運転者 1 人でコントロールしなければならず、高い注意義務が求められることが挙
げられ、さらに、自動車運転は、飛行機や列車のようにシステムによる運転抑止機能はな

く、運転者だけに運転を委ねるしかないという完全な自己責任であるにもかかわらず、わ

ずかなミスによって発生する被害は、多数の人命を奪う可能性があることから他の業務と

は別であると考えられるからである。自動車は危険な凶器であり、運転のコントロールが

運転者だけに委ねられていることから、自動車運転致死傷罪を、業過致死傷罪から切り出

して、特別立法をしたわけである。 

 
 

論点 1 

今の危険運転致死傷罪では、立証するにあたっての要件が大変厳しいものであり、アルコ

ール摂取による危険運転であったとしても本当にアルコールの影響であったのかどうかの

判断が難しいため、本当はアルコールの影響による危険運転だったのにも関わらず、立証

できなかったために自動車運転過失致死傷罪が適用されるケースがある。 

そこで、適用要件を今よりも簡潔(例えば飲酒による危険運転の場合、事故時にアルコール

が検出されれば危険運転致死傷罪を適用)にするのはどうか？ 

 

○現状の要件で起きる問題 

福岡では、相当量の酒を飲んだ被告が時速１００㎞で走行して他の一般車両に追突して海

中に突き落とすという事件が起きており、３児が死亡する重大事件となっている。この事

件の１審で裁判官は事故原因をわき見運転だと判断し、判決は業務上過失致死傷罪と道路

交通法違反(ひき逃げ、酒気帯び)とで懲役７年６カ月となった。ところが、２審の高裁で

は１審の判決を誤りとし、「酒の影響で正常な運転が困難な状態で事故を起こしたと考えら

れる」として危険運転致死傷罪と道路交通法違反(ひき逃げ)を適用して懲役２０年を言い

渡した。 

また、この事件で被告は事件後に水を大量に摂取して体内のアルコール濃度を下げる行為

を取っており、この事が危険運転致死傷罪｢四ツの構成要件｣該当を曖昧にし、この法律の

適用を難しくしたと考えられる。 

このように現在のような曖昧な要件では、裁判官の法解釈如何あるいは匙加減によって

量刑が大きく左右されてしまう。そこで、危険運転状態とはどういうものであるのかをき

ちんと明確に設定する必要があるのではなだろうか。 

例えば、この件のように飲酒運転による危険運転の場合なら「飲酒運転であれば危険運転

致死傷罪を適用する」と解釈を統一してしまうといったことが必要だと思われる。また今

3 
 



年の５月２１日から裁判員制度が始まり、法的知識のない一般人も裁判に参加することと

なった。そこで今回の福岡の事故のような裁判を担当することになった時に要件が明確で

ないと混乱が生じるのではないかと予想される。 

 

○厳罰化による弊害の恐れ 

明確化するということは適用範囲が広くなるということであり、結果的に厳罰化と捉えら

れる。危険運転致死傷罪が厳罰化され、飲酒運転による事故が減った面もあるが、厳罰を

恐れるあまりにひき逃げをするなどの問題が起きている。 

このように厳罰化が事故の減少を促すのではなく、事故を未然に防ぐ努力をする方が効果

的だという批判も多い。また、被害者感情を優先して厳罰化を促す傾向はマスコミの過剰

な報道の影響を受けているとの説もある。 

 

論点 2 

自動車運転過失致死傷罪の創設は、現状の「逃げ得」の問題についての対策として効果が

あると考えられるか？ 

 

 

近時、自動車運転による交通事故の悪質・重大な事件の増加、世論の改正を求める声の高

まり等もあり危険運転致死傷罪が平成 13 年に新設された。 

これによって、加害者に対して一定の要件に該当すれば、従来よりもはるかに重い刑罰を

与えられるようになった。それにより、被害者や遺族などを中心とする厳罰化を求める声

に応え、なおかつ一般の運転者に対する飲酒運転や超過速度での運転など危険な運転への

抑止にもなると考えられた。 

しかし、皮肉にもその厳罰化により新たな問題と犯罪の増加を促すこととなった。それが、

逃げ得の問題である。 

飲酒運転等をしていた運転者が、重大事故を起こしてしまった場合に、一旦その場から逃

げ去り、アルコールが抜け切ってから出頭したり、さらに悪質な場合、重ね飲み（事故後

にわざと酒を飲むこと）したりするなどして運転時の状況の検証を困難にすることで、危

険運転を立証できず、業務上過失致死傷罪の適用にとどまらせることで軽い刑罰になって

しまう、つまり、ひき逃げをした加害者が得をしてしまう結果を招くようになった。これ

が逃げ得の問題である。 

 そこで、2つの罪の刑罰のギャップの解消、そして何よりひき逃げの減少を目的として、
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自動車運転過失致死傷罪が平成 19 年に新設されたのである。元々、危険運転致死傷罪は要

件が厳しく適用が困難なので、批判も強かった。そのため、より適用が容易な自動車運転

過失致死傷罪による加害者への厳罰、ひき逃げへの抑止の効果が期待されることとなった。 

 

 

○日弁連の意見（自動車運転過失致死傷罪の新設に反対） 

過失犯の重罰化に抑止力があるか疑問。業務上過失致死傷の罪の再犯率のデータを法務省

もとっておらず、その検証も行われてないのは問題。 

 刑法の謙抑性の面からも、他の色々な交通事故を減らす施策をまずは行うべき（以下例）。 

・ガードレールの設置 

・中央分離帯の設置 

・学校や保育園付近での速度規制 

・交通モラル向上の教育などの交通環境の整備 

・職業運転手のための労働環境の整備 

・酒気帯び状態ではエンジンがかからない装置の開発 

・入眠予兆を探知する居眠り防止シートの開発  など 

 

〇道路交通法（道交法）改正 

 これにより、酒酔い・酒気帯び・ひき逃げ（救護義務違反）、さらには車両提供者、酒類

提供者、同乗者、に対する罰則が重くなった。 

 この改正道交法と自動車運転過失致死傷罪との併合罪による、より重い刑罰によって抑

止力は働くのではないか、との見解も。 

 

〇悪質な飲酒運転者に対しては厳罰より治療 

 ひき逃げ（逃げ得）の問題の代表例は飲酒運転による人身事故であるが、飲酒運転自体

再犯率が高い。これは交通刑務所に服役している加害者の聞き取り調査からも裏付けられ

ている。 

 さらに、科学警察研究所の調査によると、罰則強化によって飲酒運転の当事者数は減少

したものの、飲酒程度の高い悪質事例においては効果が少ないと報告されている。本人に

問題ドライバーという自覚がないためと考えられる。 

 つまり、そういった飲酒運転常習者に対しては「罰則」の強化ではなく、アルコール依

存、常習の根本的な「治療」を要すると考えられる。 
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＜参考資料＞ 

 
 
原付以上運転者(第一当事者)の飲酒有無別死亡事故率の推移（各年１２月末） 
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